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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第１四半期累計期間
第10期

第１四半期累計期間
第９期

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

自平成28年10月１日
至平成29年９月30日

売上高 （千円） 2,117,457 2,546,273 9,097,357

経常利益 （千円） 124,155 142,917 547,262

四半期（当期）純利益 （千円） 78,544 90,132 361,098

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － △4,722 －

資本金 （千円） 154,550 154,810 154,810

発行済株式総数 （株） 2,150,000 4,301,040 4,301,040

純資産額 （千円） 1,101,661 1,211,965 1,121,833

総資産額 （千円） 2,046,160 2,304,567 2,285,339

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 9.13 10.59 42.12

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 9.11 10.56 42.00

１株当たり配当額 （円） － － 17.50

自己資本比率 （％） 53.8 52.6 49.1

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、平成29年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を、また、平成30年１月１日付で普

通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮

定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定

しております。なお、第９期の１株当たり配当額については、平成30年１月１日付で行った株式分割前の実際

の配当額を記載しております。

４．第９期の１株当たり配当額は、平成29年４月１日付で株式分割を行う前の中間配当額10円（株式分割後では5

円）と株式分割後の期末配当額7.5円（株式分割を考慮しない場合は15円）を合計したものであります。（株

式分割を考慮しない場合の年間配当額は25円であります。）
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２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1)業績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善など緩やかな回復基調が続いているも

のの、米国をはじめとする海外の政策動向や地政学リスクの高まりにより、不透明な状況にあります。

　人材サービス業界を取り巻く環境におきましては、厚生労働省が発表した平成29年11月の有効求人倍率が1.56倍

と高水準の状態が継続していることに加え、総務省統計局が発表した平成29年11月の完全失業率の指数は2.7％と

低水準に留まり、企業の人手不足感は一層強まっております。

　このような経済状況のもと、当社の特徴である「高齢化社会型人材サービス」の環境は、内閣府の平成29年版高

齢社会白書によりますと、当社で定義しておりますアクティブシニア（55歳以上の働く意欲のある人）の労働力人

口（55歳以上）は、平成28年度の推計で1,946万人（前年対比1.9％増）、総労働力人口の29.2％を占めておりま

す。アクティブシニアの労働力人口は、年々増加傾向にあり、当社の事業領域も拡大していくことが見込まれま

す。

　このような経営環境の中、当社は継続的な企業価値の向上を実現すべく、シニアワーク事業、シニアケア事業の

積極拡大に努めてまいりました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は2,546,273千円（前年同期比20.3％増）、営業利益は142,250千円

（同15.3％増）、経常利益は142,917千円（同15.1％増）、四半期純利益は90,132千円（同14.8％増）となりまし

た。

　なお、当社は「高齢化社会型人材サービス」の単一セグメントでありますが、事業別の業績を示すと以下のとお

りであります。

①シニアワーク事業

　シニアワーク事業は、主にビルメンテナンス、ベッドメイキング、ロジスティックスなどの分野でアクティブシ

ニアの人材派遣、人材紹介及び業務請負を行っております。アクティブシニアの需要が旺盛な事務作業の分野の開

拓を進め、就業機会の拡大を図ってまいりました。

　この結果、シニアワーク事業の売上高は1,060,644千円（前年同期比33.7％増）となりました。

②シニアケア事業

　シニアケア事業は、主に介護施設に対して、看護師や介護士等の有資格者の人材派遣、人材紹介及び紹介予定派

遣を行っております。特に人手不足である介護士の人材派遣は積極的な施設の開拓により順調な拡大を図ってまい

りました。

　この結果、シニアケア事業の売上高は1,485,629千円（前年同期比12.2％増）となりました。

 

(2)財政状態に関する説明

（資産）

　当第１四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末と比べ19,227千円増加し、2,304,567千円となりま

した。

　流動資産は、前事業年度末と比べ15,053千円増加し2,027,338千円となりました。これは主に、現金及び預金が

89,261千円減少した一方で、売上が増加したことに伴い売掛金が109,662千円増加したことによるものでありま

す。

　固定資産は、前事業年度末と比べ4,173千円増加し、277,228千円となりました。これは主に無形固定資産が

5,623千円増加した一方で、有形固定資産が2,415千円減少したことによるものであります。

 

EDINET提出書類

株式会社キャリア(E32193)

四半期報告書

 4/17



（負債）

　当第１四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末と比べ70,904千円減少し、1,092,601千円となりま

した。

　流動負債は、前事業年度末と比べ65,999千円減少し、1,019,152千円となりました。これは主に、未払費用が

73,731千円、預り金が12,852千円増加した一方で、未払法人税等が70,628千円、未払消費税等が29,961千円、賞与

引当金が15,516千円、その他流動負債が31,165千円減少したことによるものであります。

　固定負債は、前事業年度末と比べ4,904千円減少し、73,448千円となりました。これは主に、長期借入金の返済

による減少4,998千円によるものであります。

 

（純資産）

　当第１四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末と比べ90,132千円増加し、1,211,965千円となり

ました。

　これは、四半期純利益の計上に伴う利益剰余金の増加90,132千円によるものであります。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(4)研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

（注）当社は、平成30年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、

発行可能株式総数は16,000,000株増加し、32,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,301,040 8,620,640
株式会社東京証券取引所

（マザーズ市場）

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。ま

た、単元株式数は100株で

あります。

計 4,301,040 8,620,640 － －

（注）１．当社は、平成30年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴

い、発行済株式総数が4,301,040株増加しております。

２．平成30年１月１日からこの四半期報告書提出日までの間に新株予約権の行使により、発行済株式総数が

18,560株増加しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 4,301,040 － 154,810 － 134,810

（注）１．平成30年1月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、発行済

株式総数が4,301,040株増加しております。

２．平成30年１月１日からこの四半期報告書提出日までの間に新株予約権の行使により、発行済株式総数が

18,560株、資本金が2,320千円、資本準備金が2,320千円それぞれ増加しております。
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（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    44,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,255,300 42,553 －

単元未満株式 普通株式     1,640 － －

発行済株式総数 4,301,040 － －

総株主の議決権 － 42,553 －

（注）当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式総数

に対する所有

株式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社キャリア

東京都新宿区西新宿

2-6-1新宿住友ビル
44,100 － 44,100 1.03

計 － 44,100 － 44,100 1.03

（注）平成30年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。自己株式等につきましては、

当該株式分割前の自己名義所有株式数、所有株式数の合計、発行済株式総数に対する所有株式数の割合を記載して

おります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年10月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（平成29年９月30日）
当第１四半期会計期間
（平成29年12月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 982,903 893,641

売掛金 978,643 1,088,306

前払費用 22,494 28,548

繰延税金資産 19,439 11,308

その他 10,565 7,710

貸倒引当金 △1,761 △2,176

流動資産合計 2,012,284 2,027,338

固定資産   

有形固定資産   

建物 61,698 61,698

工具、器具及び備品 36,069 36,069

減価償却累計額 △44,414 △46,830

有形固定資産合計 53,353 50,937

無形固定資産   

ソフトウエア 10,079 12,865

ソフトウエア仮勘定 15,404 18,242

無形固定資産合計 25,483 31,107

投資その他の資産   

関係会社株式 48,500 48,500

破産更生債権等 5,157 5,153

長期前払費用 1,543 2,106

繰延税金資産 7,769 7,911

差入保証金 126,961 127,221

その他 9,443 9,443

貸倒引当金 △5,157 △5,153

投資その他の資産合計 194,217 195,182

固定資産合計 273,054 277,228

資産合計 2,285,339 2,304,567
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  （単位：千円）

 
前事業年度

（平成29年９月30日）
当第１四半期会計期間
（平成29年12月31日）

負債の部   

流動負債   

1年内返済予定の長期借入金 19,992 19,992

未払金 43,003 33,820

未払費用 532,294 606,025

未払法人税等 119,867 49,238

未払消費税等 216,706 186,745

前受金 2,436 5,827

預り金 86,836 99,688

賞与引当金 31,740 16,224

返金引当金 93 574

その他 32,181 1,016

流動負債合計 1,085,152 1,019,152

固定負債   

長期借入金 33,360 28,362

資産除去債務 44,993 45,086

固定負債合計 78,353 73,448

負債合計 1,163,505 1,092,601

純資産の部   

株主資本   

資本金 154,810 154,810

資本剰余金   

資本準備金 134,810 134,810

資本剰余金合計 134,810 134,810

利益剰余金   

利益準備金 5,000 5,000

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,036,688 1,126,820

利益剰余金合計 1,041,688 1,131,820

自己株式 △209,475 △209,475

株主資本合計 1,121,833 1,211,965

純資産合計 1,121,833 1,211,965

負債純資産合計 2,285,339 2,304,567
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成28年12月31日)

 当第１四半期累計期間
(自　平成29年10月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 2,117,457 2,546,273

売上原価 1,620,523 2,020,071

売上総利益 496,934 526,202

販売費及び一般管理費 373,528 383,951

営業利益 123,405 142,250

営業外収益   

受取利息 12 0

助成金収入 800 650

その他 104 75

営業外収益合計 917 725

営業外費用   

支払利息 167 57

営業外費用合計 167 57

経常利益 124,155 142,917

税引前四半期純利益 124,155 142,917

法人税、住民税及び事業税 37,067 44,796

法人税等調整額 8,544 7,989

法人税等合計 45,611 52,785

四半期純利益 78,544 90,132
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　該当事項はありません。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 3,978千円 3,620千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）

１．配当金支払額

決議
株式の

種類

配当金の総

額（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月18日

取締役会
普通株式 32,250 15 平成28年９月30日 平成28年12月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当金支払額

決議
株式の

種類

配当金の総

額（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月21日

取締役会
普通株式 31,927 7.5 平成29年９月30日 平成29年12月22日 利益剰余金

（注）平成30年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割いたしましたが、上記については、当該株

式分割前の株式数を基準に算定しております。

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（持分法損益等）

 
当第１四半期会計期間
（平成29年12月31日）

関連会社に対する投資の金額 48,500千円

持分法を適用した場合の投資の金額 37,795

 

 
当第１四半期累計期間
（自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額 △4,722千円

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）

　当社は、高齢化社会型人材サービスの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）

　当社は、高齢化社会型人材サービスの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 9円13銭 10円59銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 78,544 90,132

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 78,544 90,132

普通株式の期中平均株式数（株） 8,600,000 8,513,880

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 9円11銭 10円56銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 22,623 23,372

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（注）当社は、平成29年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を、また、平成30年１月１日付で普通株

式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１

株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。
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（重要な後発事象）

　当社は平成29年11月22日開催の取締役会において、株式分割について決議し、平成30年１月１日付で普通株式１

株につき２株の割合で株式分割を行っております。

 

１．株式分割の目的

　投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様にとって、より当社株式への投資を行ってい

ただき易い環境を整えることで、投資家層の拡大及び流動性の向上を図ることを目的としております。

 

２．株式分割の概要

　（１）株式分割の方法

　平成29年12月31日（日曜日）最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する当社株式を、１株につ

き２株の割合をもって分割いたしました。（なお、当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的な基準日

は平成29年12月29日（金曜日）となります。）

 

　（２）株式分割により増加する株式数

 株式分割前の発行済株式総数 4,301,040株

 今回の株式分割により増加する株式数 4,301,040株

 株式分割後の発行済株式総数 8,602,080株

 株式分割後の発行可能株式総数 32,000,000株

 

　（３）株式分割の日程

 基準日公告日 平成29年12月13日（水曜日）

 分割基準日
平成29年12月31日（日曜日）

（実質的な基準日は平成29年12月29日（金曜日））

 効力発生日 平成30年１月１日（月曜日）

 

　（４）新株予約権権利行使価額の調整

　株式分割に伴い、当社発行の新株予約権の１株当たりの権利行使価額を平成30年１月１日以降、以下のと

おり調整いたしました。

 取締役会決議日 調整前権利行使価額 調整後権利行使価額

 平成26年９月８日 500円 250円

 

　（５）１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式分割による影響については、（１株当たり情報）に記載しております。

 

３．株式分割に伴う定款の一部変更

　（１）理由

　今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、平成30年１月１日をもって当社の定款第

６条の発行可能株式総数を変更いたしました。

 

　（２）内容

（下線は変更部分）

変更前 変更後

（発行する株式の総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、1,600万株

とする。

（発行する株式の総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、3,200万株

とする。

 

　（３）日程

定款変更効力発生日　　　　平成30年１月１日
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月13日

株式会社キャリア

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢治　博之　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栫井　康貴　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社キャ

リアの平成２９年１０月１日から平成３０年９月３０日までの第１０期事業年度の第１四半期会計期間（平成２９年１０

月１日から平成２９年１２月３１日まで）及び第１四半期累計期間（平成２９年１０月１日から平成２９年１２月３１日

まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社キャリアの平成２９年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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